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農山漁村の「地域経営」の概念①

【現状・課題】
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地域の実態に応じて、国・県・市町村・農協等が一体的に「地
域経営」の核となる経営体を育成・確保していくことが急務



農山漁村の「地域経営」の概念②

「地域経営」とは．．．

【農山漁村における「地域経営」の概念】

地域の農林水産業の中核を担う経営体が、農林漁業者と多様
な業種・産業との連携によって、地域資源（人、自然、技術、土
地、資本、文化など）を広く活かす経営活動を展開することで、
効率的に付加価値と雇用を生み出し、持続的・自立的に農山
漁村地域の経済 社会を支えていく と漁村地域の経済・社会を支えていくこと。

１０年後の育成目標１０年後の育成目標 ：： ３００経営体３００経営体
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農山漁村の「地域経営」の概念③

地域経済 社会を支える仕組みづくり

農山漁村の「地域経営」の概念図

地域経済・社会を支える仕組みづくり
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青森型セーフティネットの構築



農山漁村の「地域経営」のイメージ
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経営体の育成 ～平成２３年度の取組①～

①個別経営体の育成

【経営発展段階に応じた担い手育成】
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＜若手農業トップランナーの育成＞

・将来地域をリードする若手農業トップランナー

を育成するため、ネットワークづくりや全国商談

会 自主企 る経営発展 開催な
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会、自主企画による経営発展セミナーの開催な

どの活動を支援 ﾈｯﾄﾜｰｸを活かした直売会 塾生のミーティング



経営体の育成 ～平成２３年度の取組②～

②組織経営体の育成

＜地域営農企業化 デ 組織の取組成果の波及＞

地域営農企業化モデル組織地域営農企業化モデル組織

・県内の集落営農組織リーダーらが一堂に会し、地域

資源を活かした企業的な農業経営の実践と次世代リ

＜地域営農企業化モデル組織の取組成果の波及＞

資源を活かした企業的な農業経営の実践と次世代リ

ーダーの育成方法等のヒントや情報を共有する「あお

もり集落営農リーダーミーティング」を開催（H23.7.22）
・県内集落営農組織の協議会設置の提案県内集落営農組織の協議会設置の提案

「地域経営ビジョン」策定とその実現に向けた活動に対して １経営体３０万円を助成

＜１０地域の核となる経営体の経営革新に向けた取組を支援＞

・「地域経営ビジョン」策定とその実現に向けた活動に対して、１経営体３０万円を助成

（事業実施主体）
（農）羽白開発（青森市）、(農）鬼楢営農組合（弘前市）、（農）浅瀬石生産組合（黒石市）、（有）アグリーデザイン（南部町）、
漆戸りんご園（五戸町）（農）嘉瀬生産組合（五所川原市）、「あじ・彩・感」倶楽部（鰺ヶ沢町）、（株）産直とわだ（十和田市）、
（有）エ フ ム（六戸町） （有）斗南ヶ丘牧場（むつ市）（有）エコファーム（六戸町）、（有）斗南ヶ丘牧場（むつ市）

③農業法人等による新規就農者の確保

・県内の施設園芸農家におけるＯＪＴ研修と、ハイテク施設園芸講座の実施 （２７法人等で研修生５０名）

＜雇用形態による研修生の受け入れ＞
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・農繁期の農作業を補助する「農業サポーター」の雇用 （１６法人でサポーター３１名）

・新品目の導入や新たな販売方法の展開など経営強化のための雇用の確保を支援 （１０法人で１０名）



経営体育成の方向

担い手施策立案に当たっての課題等担い手施策立案に当たっての課題等

１ 人財育成を長期的に展開できる施策の枠組みづくり

２ 行政、農協が広域化する中で関係機関等の連携により

「地域」が担い手を育てる仕組みづくり「地域」が担い手を育てる仕組みづくり

（役割分担：県、市町村、農協、農業委員会、大学、金融機関、ＮＰＯ、地域住民等）

３ 育成する経営体の姿

①付加価値と雇用を生み出す企業的な経営体①付加価値と雇用を生み出す企業的な経営体

②福祉・教育分野等に踏み込む地域貢献型経営体
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